








































































































































　その後 9月 30日の第 37回特別部会において、間もなく公表される答申を視野にいれ
て、義務教育の質の保証について、複数の委員から発言があった。最低基準性に関す
る議論を答申にも書き込むことを求めるものなどであった。

















































（２）2011 年 11 月の議論から

































































　また、高大接続特別部会の議論に基づきまとめられた 2014年 12月 22日の答申「新
しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育、大学教育、大学入学者
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選抜の一体的改革について」においても、高校教育の質保証の必要性ではなく、「質の
確保・向上」という観点からの議論が展開されており、論点が学校外部からの多様な
保証制度の導入から学校内部の実践を通じての保障へ転換している（中教審2014）。
　こうした結果、少なくとも中教審答申レベルでみると、義務教育段階では質保証が
求められているのに対して、高等学校教育段階では求められているとは言えない状態
になっている。高大接続改革でも大学進学者の基礎学力を保証することを目指した「高
等学校基礎学力テスト（仮称）」の議論が頓挫し、カリキュラム・マネジメント改革を
主たる目標とした「高校生のための学びの基礎診断」が導入されることとなっている。
コアを越えた高校教育全体を対象とした質保証は現実的ではないとはいえ、一方で測
定可能と思われる基礎的な知識・技能を評価・保証する制度自体が導入されない状況は、
特に私立大学の入学者選抜制度改革に今後も課題を残すものとなる（3）。
　なお、第 3期教育振興基本計画でも、質の保証については、高大接続改革との関連で
大学教育改革の必要性に言及する中で大学ごとの教育改革の取組の推進という観点か
らのみ言及されるにとどまっており（中教審 2018：11）、質の保証に替えて、ほぼすべ
ての教育段階での教育の質の向上とそのための教育投資の確保が唱えられている。但
し、本計画には別添として目標ごとに測定指標及び参考指標とその現状が示されてい
る。近年の教育政策が依然として質保証という方向を示している点は無視すべきでは
ないだろう。
４．イギリスをめぐる議論の日本への適用可能性
　前節まで、中央教育審議会での議論を踏まえて、義務教育段階と高等学校段階での
質保証をめぐる議論を整理してきた。学校評価の導入という点にしぼった形で答申に
質保証の文言が含まれることとなった義務教育段階に対して、履修主義から修得主義
への転換に対する慎重論や質保証すべき高校教育の範囲を広く捉えることで、結果的
に保証が困難であるとの議論を通じて、質向上・確保という文言に留まった高等学校
教育との違いを確認した。
　それでは、質保証はどのような形で実施すべきなのであろうか。まずイギリスの事
例を確認して、その後日本の議論を検討することとしたい。
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（１）イギリスにおける質保証
　大田（2010）はイギリスの 1980年代保守党サッチャー政権下の教育改革政策を「品
質保証国家」の画期として捉えている。ナショナル・カリキュラムの導入、学校評価
（inspection）制度の改革、学校選択の推進を通じて、この時点での「品質保証」は自
由競争とその結果によって課題を抱えた学校が学校選択や学校評価とその情報公開を
通じて統廃合に向かうことを前提としたものであった。さらにその後の労働党政権に
おける教育改革は規制された競争と事後評価と救済策の導入によって「品質保証」を
図ろうとするものと捉えられている（大田2010：19-20）。
　さらに保護者の位置づけが市場の消費者としての役割から、学校との間で子どもた
ちの学力向上のために単に学校選択だけでなく、選択後も学校理事会等を通じて従来
以上に学校教育に関与していくことが求められるものとして当事者（stakeholder）と
しての自覚が求められてきたとする（大田2010：20,	186）。
　最終的に大田（2010）は英国教育改革における品質保証の制度設計を、「教育内容の
国家的基準の設定、学校の自律的経営、保護者の学校選択と経営参加、事後評価」（大
田 2010：185-186）という 4項目によって構成されたものと整理している。そして、日
本の特徴として、このうち、学校の自律的経営と保護者の学校選択が欠けている、ない
しは別々に議論されてきたために十分な質保証が機能してきていないと捉えている（大
田2010：186-187）。
　2010年代の日本の状況を改めて確認すると、学校運営協議会（コミュニティスクール）
構想等を通じて学校の自律的経営や保護者の経営参加は着実に進展してきている一方、
公立小中学校の学校選択制度導入は、文部科学省の政策的誘導にもかかわらず、現実
には 2割弱の導入に留まっている点が注目される。少なくとも大田（2010）の整理に従
えば、現時点で日本の質保証議論に必要なのは、保護者を当事者として学校教育に位
置付けることとなるだろう。
　なお、イギリスの入試制度改革に関してみると、すでに 1994 年の全国調査報告に
おいて質の保証（quality	assurance）に言及しており、現在のGCE	A-level 試験や
GCSE試験の改革もまた、質保証の議論に含まれる（FEFC	1994）。
（２）日本への適用可能性
　こうした大田（2010）の整理は現在の日本にどの程度適用可能であろうか。
　大桃（2016）は戦後教育機会の平等政策の歴史をたどる中で、一条校を通じて提供さ
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れる教育の質の平等化、その提供システムの保障が集権的システムの中で構築されてき
たとする（大桃 2016：104-105）。その下では、学習指導要領という形で教育課程の基準
が設定され、それに基づいた教科書が検定を受けて使用されるという形でナショナル・
スタンダードが設定されることとなっている。教員の資格も全国的に同一のものに制
度化され、公立学校に関して多様かつ詳細な基準が設定され、インプットとしての初等・
中等教育段階の教育の平等化が進められてきたということになる。
　しかし、2000 年代初頭に日本の教育制度改革にNPM型ガバナンスが導入されるま
では、「教育の機会とその過程の平等化、つまりインプット・プロセス段階の平等化に
向けた制度整備が図られる一方で、教育の成果に対するアカウンタビリティの仕組み
については、具体的な措置はほとんど取られてこなかった」（大桃 2016：105-106）ので
ある。教育の成果に対するアカウンタビリティをどのように問うのかが依然として課
題となっているのである。
　一方、助川（2017）は義務教育段階の教育の質保証について、2005 年の中教審義務
教育答申を踏まえて、「制度的に設定された教育の諸到達日標に準拠した結果・成果が
導かれることに小・中学校が努力し、そのことに責任を持ち、対外的に証明する」（助
川 2017：194）ことと整理している。この説明でも、アカウンタビリティ概念の基盤と
なる「目標設定」「目標達成の責任」「目標達成の対外説明」の三要素が想定されている。
またナショナル・スタンダードの設定、評価の導入、情報公開という海外の質保証原
理の３つの基盤も満たしている。
　以上の議論を踏まえる限り、今後の質保証議論では、学校教育に保護者を位置付け
直すことと合わせて、日本の学校教育におけるアカウンタビリティについて、その適
用範囲や適用方法などを再検討する必要があるものと考えられる。
５．おわりに　──質補償の責任──
　以上、中央教育審議会の議論から義務教育および高校教育の質保証をめぐる議論を
検討し、改めて今後の質保証の可能性としてアカウンタビリティに言及した。
　議論を通じて明らかになったのは、外部の観点やアカウンタビリティを重視した質
保証に対して、機会均等・平等性の担保を目指す質向上やその前提となる質保障とい
う捉え方が、両立しがたいものと想定されている点である。恐らく質保証を厳密に行
うことができる範囲はコアに限定され、それ以外の広範な領域は質保障として高等学
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校やその教職員の自律性、専門性に委ねられるしかないのであろう。しかしその前提
としてのコアに関する、すなわち基礎学力についての保証は明確に行う必要があるの
ではないか。
　この問題は高等学校の卒業生は卒業することで何ができるようになったと証明され
ているのかについて現時点で共通理解がないということを意味している。本来修得す
べきであったコアを身に付けないまま社会に出る卒業生、進学する者は、それによっ
て不利益を被ることがないのであろうか。この不利益が想定されるのであれば、その
範囲において質保証が実行され、不足している領域について修得できるようにするこ
とが質の保証であり補償であろう。
　この領域がどの範囲までであるのか、具体的には高校教育の質の保証と保障、保証
と補償がどのような関係にあるのかについては引き続き検討が必要である。
（注）
（１）　本議事録は複数箇所で「保証」という語彙を用いているが、例えば本来は教育を受け
る権利を「保障」するという文脈で「保証」と表記しており、議事録作成において語義な
いし概念の混乱が生じているようである。
（２）　修得主義と年齢主義については、中教審高校教育部会（2011）でも議論されている。
また、日本と同様に原則として年齢主義を採っているイギリスでなぜ中央行政機関として
OFSTEDが創設し得たのかもまた重要な論点であり、今後の検討課題である。
（３）　高校基礎学力テスト（仮称）は、現状のAO入試や推薦入試が、特に一部の私立大学
において学力不問の制度になっていることに対する危惧から検討されたものである。また
イギリスのGCSE試験に相当するものであり、中等教育修了資格としての性格を期待され
ていたと考えられる。
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